１　処分内容一覧表

（１）不適正な会計処理による現金の継続的な捻出・費消等
　　　　　※減給はすべて１０分の１
	
	被 処 分 者
	処分内容
	処　分　理　由

	１
	技術吏員、課長級、60歳
	懲戒免職
	継続的に不適正な会計処理による現金の捻出を部下に指示するとともに、当該現金を自らの判断で職員同士の飲食費用、部下の速度超過違反反則金の支払い等に使用した。（管理職）

	２
	技術吏員、課長補佐級、55歳
	停職2月
	非常勤職員の賃金支払いに際して、欠勤分を現金で返金させ、後日、時間外勤務相当分（雇用実態あり）として当該職員に支給するという不適正な会計処理を行った。

また、事務所内で発見された現金約12万円を自らの判断で親睦会口座に入金した。

さらに、今回の調査にあたって、当該事実について虚偽の報告をした。

	３
	技術吏員、課長補佐級、49歳
	停職1月
	　継続的に不適正な会計処理による現金を上司の指示により捻出した。

また、不適正な会計処理による現金から、公務起因の自己の債務（速度超過違反反則金・2回）の支払いをした。

	４
	技術吏員、課長補佐級、52歳
	減給3月
	継続的に不適正な会計処理による現金を上司の指示により捻出した。

	５
	技術吏員、課長補佐級、51歳
	
	

	６
	技術吏員、主査級、57歳
	
	

	７
	技術吏員、主査級、53歳
	
	

	８
	技術吏員、主査級、52歳
	
	

	９
	技術吏員、主査級、51歳
	
	

	10
	技術吏員、主査級、46歳
	
	

	11
	技術吏員、主査級、50歳
	減給1月
	上司の指示で実態と異なる非常勤職員の雇用に係る書類を作成し、不適正な会計処理による現金の捻出を補助した。


（２）使用
	
	被 処 分 者
	処分内容
	処　分　理　由

	12
	技術吏員、主査級、48歳
	減給1月
	不適正な会計処理による現金から、公務起因の自己の債務（速度超過違反反則金・1回）の支払いをしたり、会費を負担せずに、懇親会に参加するなどした。

	13
	技術吏員、課長補佐級、49歳
	
	支出根拠のない現金を受領したり、会費を負担せずに、懇親会に参加するなどした。

	14
	技術吏員、主査級、51歳
	
	

	15
	技術吏員、主査級、49歳
	
	

	16
	技術吏員、主査級、44歳
	
	

	17
	技術吏員、主査級、43歳
	
	

	18
	技術吏員、主査級、43歳
	
	

	19
	技術吏員、主査級、42歳
	
	

	20
	技術吏員、主査級、41歳
	
	

	21
	技術吏員、主査級、37歳
	
	

	22
	技術吏員、技師級、45歳
	
	

	23
	技術吏員、技師級、42歳
	
	

	24
	技術吏員、技師級、41歳
	
	

	25
	技術吏員、技師級、40歳
	
	

	26
	技術吏員、技師級、38歳
	
	

	27
	技術吏員、技師級、35歳
	
	

	28
	技術吏員、技師級、30歳
	
	


（３）保管

	
	被 処 分 者
	処分内容
	処　分　理　由

	29
	技術吏員、課長級、54歳
	減給3月
	　不適正な会計処理による現金の保管を認識していた。

　今回の調査において、不適正な会計処理による現金を金庫から移して隠蔽するとともに、署名･押印の上、現金がないと虚偽の報告をした。

（管理職）


（４）隠蔽・虚偽報告

	
	被 処 分 者
	処分内容
	処　分　理　由

	30
	技術吏員、課長級、54歳
	減給3月
	（29の再掲）

	31
	技術吏員、課長補佐級、55歳
	停職2月
	（2の再掲）


（５）その他

	
	被 処 分 者
	処分内容
	処　分　理　由

	32


	5名
	文書訓告
	懲戒処分を受けた職員に対する監督責任

	33
	1名
	部長注意
	雇用計画と実際の勤務形態が異なることを知りながら、不適切な非常勤職員の雇用手続きを行った。


【参考－1月11日・2月20日・3月19日の処分者数の累計】

（処分者数）
	
	処分内容
	不適正会計

関係
	協議会

関係
	親睦会

関係
	計

	１
	懲戒免職
	５名(1) 
	３名　
	
	8名　

	２
	停　職
	3名(2) 
	
	4名　
	7名　

	３
	減　給
	38名(26)
	
	
	38名　

	４
	戒　告
	[※]35名 　
	13名　　
	
	48名　

	
	小　計
	81名(29)
	16名　
	4名　
	101名　

	５
	文書訓告
	83名(5) 
	
	1名
	84名　

	６
	部長注意
	13名(1) 
	
	
	13名　

	
	合　計
	177名(35)
	16名　
	5名　
	198名　


(注)・カッコ内は今回(3/19)の処分者数で内数。

・教育委員会事務局、監査委員事務局、公立大学法人大阪府立大学、地方独立行政法人大阪府立病院機構における処分者数を含む。

・※のうち1名は、現在、府を退職して営利法人へ派遣しているため処分の執行を保留。府に復職後、処分を行う。
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